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平成２７年度下半期の財政運営の状況 

 

あ ら ま し                                                  

 平成 27年度上半期末における予算の規模は、一般会計 3兆 2,886億 25百万円、特別会計 1兆 5,035億 8

百万円（企業会計除く）です。 

 平成 27年度下半期では、一般会計については、平成 27年度補正予算（第 3号から第 6号）で補正を行い

ました。 

また、特別会計（企業会計除く）については、各補正予算で補正を行いました。 

 この結果、平成 27年度最終予算額は、一般会計 3兆 2,157億 47百万円、特別会計 1兆 5,014億 47百万円

となりました。（第 9表） 

 

 

 

 

第 9 表  

（単位：百万円）

平成27年10月27日 平成 27年 12月 22日 平 成 28 年 3 月 8 日 平 成 28 年 3 月 24 日

議 決 議 決 議 決 議 決

[3号補正]　 [4号補正]　 [5号補正]　 [6号補正]　

3,288,625 △ 29 0 65,305 △ 138,154 3,215,747

1,503,508 0 0 11,785 △ 13,845 1,501,447

4,792,134 △ 29 0 77,089 △ 152,000 4,717,195

特 別 会 計

合　　　　計

平成27年度歳入歳出予算の推移総括表

区    分 前回公表額

補正予算額

最終予算額

一 般 会 計

 

 

※企業会計の補正については p.59をご参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 47 - 

一  般  会  計                                                    

■ 予 算 の 推 移 

 

第 10 表 

1　歳　　入

（単位：千円）

府 税 1,396,157,365 0 0 268,000 3,984,817 1,400,410,182

地 方 消 費 税 清 算 金 303,571,000 0 0 27,710,000 0 331,281,000

地 方 譲 与 税 145,725,001 0 0 0 12,654,999 158,380,000

市 町 村 た ば こ 税 府 交 付 金 1,406,000 0 0 0 △ 416,735 989,265

地 方 特 例 交 付 金 4,200,000 0 0 0 △ 327,966 3,872,034

地 方 交 付 税 252,000,000 0 0 0 29,941,950 281,941,950

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,050,000 0 0 0 0 2,050,000

分 担 金 及 び 負 担 金 4,138,776 0 0 31,550 △ 1,024,609 3,145,717

使 用 料 及 び 手 数 料 28,510,168 0 0 0 △ 351,087 28,159,081

国 庫 支 出 金 232,203,980 204,560 0 20,733,760 △ 19,008,107 234,134,193

財 産 収 入 12,517,477 0 0 0 2,816,477 15,333,954

寄 附 金 5,367,560 0 0 0 △ 1,674 5,365,886

繰 入 金 95,883,830 △ 234,997 0 13,360,272 △ 37,246,122 71,762,983

諸 収 入 469,901,250 1,856 0 2,150 △ 84,801,300 385,103,956

府 債 334,993,000 0 0 3,199,000 △ 44,375,000 293,817,000

合 計 3,288,625,407 △ 28,581 0 65,304,732 △ 138,154,357 3,215,747,201

2　歳　　出

（単位：千円）

議 会 費 3,084,838 0 0 0 △ 483,333 2,601,505

総 務 費 121,054,783 △ 203,743 0 1,087,300 △ 4,068,020 117,870,320

福 祉 費 472,546,624 △ 31,850 0 21,951,429 1,341,843 495,808,046

健 康 医 療 費 94,429,228 △ 3,301 0 621,932 △ 8,737,664 86,310,195

商 工 労 働 費 440,426,619 20,336 0 197,977 △ 86,641,222 354,003,710

環 境 農 林 水 産 費 18,342,900 213,900 0 671,976 △ 2,021,533 17,207,243

都 市 整 備 費 171,620,679 0 0 3,582,989 △ 24,659,762 150,543,906

住 宅 ま ち づ く り 費 8,706,801 0 0 0 △ 1,241,423 7,465,378

警 察 費 272,063,118 0 0 0 △ 2,948,330 269,114,788

教 育 費 696,121,519 △ 23,923 0 66,129 △ 9,076,859 687,086,866

災 害 復 旧 費 814,637 0 0 0 △ 414,983 399,654

諸 支 出 金 988,413,661 0 0 37,125,000 796,929 1,026,335,590

予 備 費 1,000,000 0 0 0 1,000,000

合 計 3,288,625,407 △ 28,581 0 65,304,732 △ 138,154,357 3,215,747,201

区 分 前 回 公 表 額 最 終 予 算 額

最 終 予 算 額区 分 前 回 公 表 額 6 号 補 正 予 算 額

3 号 補 正 予 算 額 4 号 補 正 予 算 額 5 号 補 正 予 算 額 6 号 補 正 予 算 額

3 号 補 正 予 算 額 4 号 補 正 予 算 額 5 号 補 正 予 算 額

平成27年度一般会計歳入歳出予算の推移
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━━━━━━━━━ 

補正予算 （第 3 号） 

━━━━━━━━━ 

当初予算編成後において生じた情勢の変化に伴い緊急に措置しなければならないものに対応するため、総

額 29百万円を減額しました。 

 その内容は次のとおりです。 

・歳　　入

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

国 庫 支 出 金 205
企画調整事業補助金　 128、精神保健対策事業補助金　 37、農空間整備事業補助金　20、
雇用就労支援事業委託金　 20

繰 入 金 △ 235 再生可能エネルギー等導入推進基金繰入金　 35、財政調整基金繰入金　△270

諸 収 入 2 政令市連携事業雑入

合 計 △ 29

・歳　　出

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

総 務 費 △ 204
庁舎本館太陽光発電設備設置事業費　 △22、新たな大都市制度関係費　 △373、
政令市連携事業費　 8、企画調整事業費　 133、ラグビーワールドカップ2019招致事業費　 50

福 祉 費 △ 32 再生可能エネルギー等導入推進基金事業費

健 康 医 療 費 △ 3 自殺対策強化事業費　 37、再生可能エネルギー等導入推進基金事業費　 △40

商 工 労 働 費 20 おおさかUIJターン促進事業費

環 境 農 林 水 産 費 214
ハートフル企業農の参入促進事業費　 20、森林環境税広報・市町村支援事業費　 41
再生可能エネルギー等導入推進基金事業費　 153

教 育 費 △ 24 再生可能エネルギー等導入推進基金事業費

合 計 △ 29
 

 

 

━━━━━━━━━ 

補正予算 （第 4 号） 

━━━━━━━━━ 

生徒の学力状況を把握、分析・検証することにより、学習内容の着実な理解と教育活動の改善・充実に活

かすとともに府内における評定の公平性を担保することを目的とした中学３年生対象の学力調査を実施する

ため補正予算案を編成しました。 

予算規模に変更はありません。 
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━━━━━━━━━ 

補正予算 （第 5 号） 

━━━━━━━━━ 

国においては、成長力の強化や経済の好循環の加速・拡大を図るとともに、経済の下振れリスクに対応し

ていく必要があることから、「１億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」や「総合的な TPP関連

政策大綱」を取りまとめ、平成 28年 1月 20日にこれらを踏まえた補正予算が成立しました。 

府としても、国の予算措置を活用し、「希望出生率 1.8」「介護離職ゼロ」などを目標とした施策に取り組

むこととし、総額 653億 5百万円を増額しました。 

その内容は次のとおりです。 

 

・歳　　入

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

府 税 268 地方消費税

地 方 消 費 税 清 算 金 27,710 地方消費税清算金

分 担 金 及 び 負 担 金 32 農空間整備事業分担金　12、農空間整備事業負担金　20

国 庫 支 出 金 20,734

情報化推進事業補助金　312、企画調整事業補助金　59、地域福祉事業補助金　2,045、
障がい者施設事業補助金　373、高齢者福祉事業補助金　6,589、
児童福祉事業補助金　8,360、児童施設事業補助金　138、母子福祉事業補助金　374、
疾病対策事業補助金　292、母子保健事業補助金　19、雇用就労支援事業補助金　197、
農業振興事業補助金　80、農空間整備事業補助金　70、森林整備保全事業補助金　36、
漁港事業補助金　180、交通環境事業補助金　12、道路事業補助金　157、
河川砂防事業補助金　1,000、海岸事業補助金　50、港湾事業補助金　75、
公園事業補助金　281、市町村教育振興事業委託金　22

繰 入 金 13,360 財政調整基金繰入金

諸 収 入 2 農空間整備事業受託金

府 債 3,199
情報化推進事業債　665、障がい者施設事業債　186、児童施設事業債　69、
農空間整備事業債　40、森林整備保全事業債　39、漁港事業債　181、道路事業債　309、
河川砂防事業債　1,274、海岸事業債　50、港湾事業債　105、公園事業債　281

合 計 65,305
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・歳　　出

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

総 務 費 1,087
社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ事業費　977、大阪府市医療戦略推進事業費　59、
地方消費税徴収取扱費　41

福 祉 費 21,951

介護福祉士修学資金等貸付事業費　2,121、障がい者施設等整備事業費補助金　560、
地域医療介護総合確保基金積立金　9,884、里親委託推進事業費　18、
安心こども基金事業費　5,500、地域少子化対策重点推進事業費　175、
結婚新生活支援事業費　27、事業所内保育施設設置促進相談支援事業費　10、
保育人材確保事業費　2,060、
児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業費　529、
子どもの生活に関する実態調査事業費　10、
子どもの未来応援地域ネットワーク形成支援事業費　127、
児童福祉施設整備費補助金　207、施設型給付費等負担金　336、
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費　388

健 康 医 療 費 622 肝炎医療費援助事業費　584、不妊対策事業費　38

商 工 労 働 費 198
おおさかUIJターン促進事業費　50、高度若年人材還流促進事業　107、
若年女性経済的自立支援事業費　32

環 境 農 林 水 産 費 672
産地パワーアップ事業費　80、農地防災事業費　145、治山事業費　75、
漁港整備保全費　361、子ども施設地域共生応援事業費　12

都 市 整 備 費 3,583
道路防災費　300、国直轄事業負担金　441、河川改良費　1,400、
寝屋川水系改良費　600、港湾防災費　100、港湾建設費　90、
港湾施設改修費　90、公園管理費　230、公園緑地整備費　332

教 育 費 66 不登校児童生徒への支援モデル事業費　26、施設型給付費等負担金　40

諸 支 出 金 37,125 地方消費税市町村交付金　14,734、地方消費税他府県清算金　22,391

合 計 65,305
 

 

 

━━━━━━━━━ 

補正予算 （第 6 号） 

━━━━━━━━━ 

平成 27 年度は、地方法人特別譲与税や地方交付税が当初見込みと比べ増加したことに加え、人件費や一

般施策経費などの歳出が減少したことから、収支全体としては当初予算比で 221億円の改善が図られ、財政

調整基金の取崩しを縮減し、総額 1,381億 54百万円を減額しました。 

その内容は次のとおりです。 

 

・歳　　入

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

府 税 3,985
個人府民税　△715、法人府民税　△996、法人事業税　803、
不動産取得税　2,121、自動車取得税　1,237、軽油引取税　887

地 方 譲 与 税 12,655 地方法人特別譲与税　12,937

市町村たばこ税府交付金 △ 417
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地 方 特 例 交 付 金 △ 328

地 方 交 付 金 29,942

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 1,025 道路事業負担金　△870

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 351

国 庫 支 出 金 △ 19,008

国民健康保険事業負担金　1,453、疾病対策事業負担金　△1,240、
小学校教職員費負担金　3,116、中学校教職員費負担金　1,320、
支援学校教職員費負担金　△563、私学振興事業負担金　△630、
金剛コロニー管理運営事業補助金　△870、
母子保健事業補助金　△636、農空間整備事業補助金　△560、
道路事業補助金　△2,518、河川砂防事業補助金　△11,277、
海岸事業補助金　△588、私学振興事業補助金　△1,403、
委託訓練事業委託金　△625

財 産 収 入 2,816 不動産売払代金　870、産業立地賃貸事業不動産売払代金　991

寄 附 金 △ 2

繰 入 金 △ 37,246
公共施設等整備基金繰入金　△942、緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金　△578、
財政調整基金繰入金　△35,244、介護施設等開設支援臨時特例基金繰入金　5,661、
介護基盤緊急整備等臨時特例基金繰入金　2,727

諸 収 入 △ 84,801

放置違反金　△521、中小企業向け融資資金貸付金償還金　△83,162、
大阪産業振興機構貸付金償還金　914、道路事業受託金　△4,529、
介護給付費負担金返還金　1,036、
大阪府立精神医療センター再編整備事業雑入　1,045、

府 債 △ 44,375
金剛コロニー管理運営事業債　665、高齢者施設事業債　△1,163、病院事業債　△2,895、
道路事業債　△4,932、河川砂防事業債　3,800、警察施設管理事業債　△1,234、
臨時財政対策債　△21,518、地方財政法33条の5の3減収補塡債　△15,400

合 計 △ 138,154
 

 

・歳　　出

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 主 な 内 容

議 会 費 △ 483 議員費　△350

総 務 費 △ 4,068 府議会議員選挙費　△445

福 祉 費 1,342

国民健康保険基盤安定事業費負担金　△934、
国民健康保険財政安定化基金事業費　1,453、介護給付費負担金　318、
介護保険財政安定化基金事業費　319、地域医療介護総合確保基金積立金　△744、
後期高齢者医療給付費負担金　△801、老人福祉施設等整備助成金　△1,168、
介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費　2,966、
介護施設等開設支援臨時特例基金事業費　5,672、
地域医療介護総合確保基金事業費　△2,356、乳幼児医療費助成事業費　△321、
安心こども基金事業費　△3,826、施設型給付費等負担金　1,274、
児童福祉施設事業費　416、児童手当給付費　△593

健 康 医 療 費 △ 8,738

大阪府立成人病センター整備事業費　△2,390、
大阪府市共同住吉母子医療センター(仮称)整備事業費　△539、難病対策費　△2,510、
疾病対策事業国庫返納金　506、周産期医療体制整備事業費　△610、
病院施設設備整備費補助金　△406、医療施設耐震化臨時特例基金事業費　△698
地域医療介護総合確保基金事業費(地域医療事業)　△528、
地域医療介護総合確保基金事業費(看護師等確保対策事業)　△628

商 工 労 働 費 △ 86,641
産業立地促進融資資金貸付金　△305、中小企業向け融資資金貸付金　△83,162、
各種融資制度損失補償金　△1,205、特別基金事業　△472、
離職者等再就職訓練事業費　△554
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環 境 農 林 水 産 費 △ 2,022
ウメ輪紋ウイルス緊急防除対策事業費　△446、農地防災事業費　△614、
治山事業費　△107、新たなエネルギー社会の構築推進事業費　△250

都 市 整 備 費 △ 24,660

道路維持修繕費　△168、舗装道補修費　△244、道路改良費　3,309、
交通安全施設等整備費　△684、橋りょう補修費　△593、街路費　△7,393、
連続立体交差費　△2,972、モノレール道整備費　△112、
国直轄事業負担金(道路事業)　△3,628、河川改良費　△1,131、
寝屋川水系改良費　△4,451、津波・高潮対策費　△1,054、ダム建設費　△911、
国直轄事業負担金(河川砂防事業)　△1,041、港湾防災費　△969、港湾施設改修費　△196、
国直轄事業負担金(港湾事業)　△122、流域下水道事業特別会計繰出金　△502、
市街地整備総合事業費　△243、箕面北部丘陵整備事業特別会計繰出金　△584

住 宅 ま ち づ く り 費 △ 1,241 建築物震災対策推進事業費　△527

警 察 費 △ 2,948 平野警察署移転建替整備事業費　△325、大手前立体駐車場整備事業費　△449

教 育 費 △ 9,077

小学校教職員費　544、中学校教職員費　△1,191、高等学校教職員費　△900、
耐震性向上・大規模改造事業費　△314、中学校給食導入促進事業費補助金　△361、
私立高等学校等就学支援事業費　△620、認定こども園整備事業費補助金　△1,583、
私立学校耐震化緊急対策事業補助金　△1,232、私立高校生等奨学給付金事業費　△438

災 害 復 旧 費 △ 415 建設災害復旧費　△343

諸 支 出 金 797
株式譲渡所得割市町村交付金　2,264、自動車取得税市町村交付金　936、
軽油引取税指定市交付金　534、公債管理特別会計繰出金　△2,950

合 計 △ 138,154  
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■主な歳出項目（補正予算 第５号） 

（単位：千円） 

１ 国補正予算関係                                         39,923,292 

 

一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策等           30,751,884 

 
○ 「希望出生率 1.8」実現のための緊急対策等 9,492,421 

 ・認可保育所等の整備 5,500,000 

【福祉部】  

 

待機児童解消を確実なものとするため、認可保育所、認定こども園等の整備を前倒しして行える

よう安心こども基金を積み増し。 

 

 

 ・児童養護施設等の小規模化等のための整備 207,165 

【福祉部】 
 子どもをより家庭的な養育環境のもとで育てることができるよう、児童養護施設等の小規模化、

機能の分散化に係る整備費について補助（国 1/2、府 1/4、事業者 1/4）。 

 

 

 ・保育人材確保のための取組の推進 2,436,696 

【府民文化部・福祉部】 

 

保育士等の確保及び勤務環境改善を図るため、保育士資格取得修学資金等の貸付や、保育士の業

務負担軽減のための保育補助者雇上費の貸付を実施。 

また、保育士等の待遇改善を図るため、認定こども園等に対する保育士の人件費について、国家公務

員の給与改定に準じた内容（平均 1.9%の改善）を公定価格に反映。 

 

 

 

 ・結婚に伴う新生活の支援 26,730 

【福祉部】 

 

経済的理由で結婚に踏み出せない低所得者を対象に、結婚に伴う新生活を経済的に支援する施策

（新居の住居費や引越し費用の支援）を新たに開始した市町村に対して緊急に補助（国 3/4、市町村

1/4）。 

 

 

 

 ・ひとり親家庭への自立支援資金の貸付 388,035 

【福祉部】 

 

ひとり親家庭の親の自立促進を図るため、高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、

資格取得をめざす際の入学準備金や就職準備金を貸付け。 

 

 

 

 ・不妊治療への助成拡大 38,250 

【健康医療部】 

 

特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）にかかる初回の助成費の増額及び男性不妊治療の助成を

拡大（国 1/2、府 1/2）。 

 

 

 

 ・少子化対策の強化 192,965 

【福祉部】 

 

子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組を行う市町村に対する補助や家庭養護推進のため委

託里親の支援を実施。 

 

 

 

 ・子ども施設と地域の共生支援 11,581 

【環境農林水産部】 

 
保育所や幼稚園等における騒音苦情を未然に防止するための啓発等を実施。 
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 ・児童養護施設退所者等への自立支援資金の貸付 528,802 

【福祉部】 

 

児童養護施設等を退所し就職や進学する者等の安定した生活基盤を築くことができるよう家賃相当額

及び生活費の貸付を行うとともに、児童養護施設等に入所中の子ども等を対象に就職に必要な各種資

格を取得するための資金を貸付け。 

 

 

 

 ・子どもの生活に関する実態調査等 136,292 

【福祉部】 

 

子どもの貧困対策の効果的な支援のあり方を検証するため、生活習慣や学習環境について「子どもの

生活に関する実態調査」を実施。 

また、子どもの未来を応援する地域ネットワークを形成し、地域の実情を踏まえた施策を実施する市町

村に対し補助（国 3/4・市町村 1/4、国 1/2・市町村 1/2）。 

 

 

 

 ・不登校児童生徒への支援 25,905 

【教育委員会】 

 

不登校児童生徒の状況に応じた総合的な教育支援体制を構築するために市町村に委託してモデル

的な取組みを実施するとともに、教育センターに設置している適応指導教室の機能を充実。 

 

 

 

 

○ 「介護離職ゼロ」実現のための緊急対策等 12,005,020 

 ・地域医療介護総合確保基金（介護分）の積み増し 9,884,000 

【福祉部】  

 

安心につながる社会保障（介護離職ゼロ）の実現に向け、介護サービスを利用できず離職するこ

とを防止し、自宅待機高齢者を解消するため、地域医療介護総合確保基金を積み増し。 

（施設整備分 85.0億円、人材確保分 13.8億円） 

 

 

 

 ・介護福祉士資格取得のための修学資金等の貸付 2,121,020 

【福祉部】  

 

介護人材確保のため、潜在介護人材が再就職する際の準備金等及び介護福祉士資格を取得するた

めの修学資金を貸付け。 
 

 

 

○ 女性の活躍推進 61,495 

 ・産官学協働による女性活躍の支援 7,368 

【府民文化部】  

 

女性が能力を十分に発揮できる大阪をめざし、企業風土の改革に向けて企業経営者の意識啓発に

取組むとともに、就業前の大学生を対象に、就業の意義やワークライフバランスの必要性等につい

て、啓発活動を実施。 

 

 

 

 ・事業所内保育施設の設置促進 10,166 

【福祉部】  

 

待機児童の早期解消と働きやすい環境づくりを目指し、事業所内保育施設の設置を検討している

事業者に対し制度等の紹介や保育事業者や保育士の情報提供を行うワンストップ窓口を設置し、早

期の事業化を促進。 
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 ・OSAKA しごとフィールドにおける女性の就業等相談機能強化 9,465 

【商工労働部】  

 

OSAKAしごとフィールドにコンシェルジュを配置し、女性や就業に関する関係機関のネットワー

ク化によるワンストップ相談機能を構築する。また、コンサルタントの配置により、女性が働き続

ける環境づくり（事業所内保育施設設置、若年女性社員定着等）を目指す中小企業を支援する。 

 

 

 

 ・女性の経済的自立の支援 31,749 

【商工労働部】  

 
非労働力状態にある若年女性を就業に結び付け、経済的自立を支援するため、就業意欲を喚起し、

意識改革を図るセミナーの開催や就業体験などの就職支援、支援手法の情報発信を行う。 

 

 

 

○ UIJ ターンの促進 156,763 

 ・就業体験、中小企業の魅力発信等 107,054 

【商工労働部】  

 

東京圏からの人材の確保を図るため、近畿圏の自治体と連携した移住促進フェア等の開催、府内

での就業体験プログラム（提案型研究開発、ベンチャー企業の課題解決など）の実施、大学生の府

内中小企業へのインターンシップを活用した府内中小企業の魅力発信を実施する。 

 

 

 

 ・しごと・くらし情報の提供、プロフェッショナル人材の活用 49,709 

【商工労働部】  

 

東京圏からの人材の確保を図るため、おおさか地域しごと支援センターにおいて、大阪の「しご

と」や「くらし」情報等を一元的に収集・提供する。またプロフェッショナル人材戦略拠点におい

て、経営革新を促すため、中小企業とプロフェッショナル人材の結び付けを行う。 

 

 

 

○ 大阪府市医療戦略推進事業費（「スマートエイジング・シティ」の具体化） 59,283 

【政策企画部】  

 

人口減少・超高齢社会に対応するまちづくりであるスマートエイジング・シティの実現に向けた取

組みを促進するため、健康食・療養食などを提供する新たな仕組みづくりや、健康に関する自己管理

を普及促進する新たな仕組みづくりなど、健康寿命の延伸に資するモデル事業を実施する。 

 

 

 

 

○ 自治体情報のセキュリティ強化 976,902 

【総務部】  

 

高度なセキュリティ対策を講じるため、府内市町村等のインターネット接続口を集約し監視する大

阪版自治体情報セキュリティクラウドを構築。 

 

 

 

 

TPP関連政策大綱実現に向けた施策                      80,000 

 

○ 産地のパワーアップ支援 80,000 

【環境農林水産部】  

 

地域の営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」に基づき、農業者等が高収益な作物・栽培

体系への転換を図るための機器リースや生産資材の導入等に対する補助（補助率 1/2）。 
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防災・減災                                7,947,944 

 

○ 道路・河川等の緊急防災対策 一般会計 4,163,384 

 流域下水道事業特別会計 1,600,560  

【環境農林水産部・都市整備部】  

 
豪雨等による自然災害リスクに対応するため、道路、河川、港湾、流域下水道、公園、漁港、ため

池、森林における緊急防災対策（道路法面の防災工事、河川改修、公園の避難広場整備等）を実施。 
 

 

 

その他国補正への対応                          1,143,464 

 

○ 肝炎患者への医療費助成拡大 583,682 

【健康医療部】  

 
肝硬変・肝がんへの重症化の予防を図るため、新たに保険適用されたインターフェロンフリー治療

薬を医療費助成に追加。 

 

 

 

○ 障がい福祉サービス事業所等の基盤整備 559,782 

【福祉部】  

 
障がい児者が安心して生活できるよう、社会福祉法人等が行うグループホームや生活介護等の施設

整備に係る費用に対する補助（国 1/2、府 1/4、事業者 1/4）。 

 

 

 

２ その他 

 

○ 地方消費税関連歳出 37,166,000 

【財務部】  

 
地方消費税関連の収入が当初見込みより増加したため、都道府県間清算金及び市町村交付金等を増

額。 
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■ 予算の執行状況 

・歳  入 

 平成 28年 3月 31日現在における歳入予算の執行状況は、予算現額（27年度最終予算額と 26年度からの

繰越財源充当額の合計額）3兆 2,412億 46百万円に対し、収入済額 3兆 380億 8百万円、収入率 93.7％とな

っています。（p.68付表第 1表参照） 

 これを平成 26年度の同期の収入済額 2兆 7,803億 68百万円、収入率 91.6％と比べますと、金額で 2,576

億 40百万円の増、収入率では 2.1ポイントの増となっています。 

 また、予算現額の 43.2％を占める府税の収入済額は、1兆 3,739億 53百万円、収入率 98.1％となってい

ます。（税目別内訳は p.68付表第 2表を参照） 

 

・歳  出 

 平成 28年 3月 31日現在における歳出予算の執行状況は、予算現額（27年度最終予算額と 26年度からの

繰越額の合計額）3兆 2,412億 46百万円に対し、支出済額 2兆 9,369億 85百万円、支出率 90.6％となって

います。（p.69付表第 3表参照） 

 これを平成 26年度の同期の支出済額 2兆 6,872億 46百万円、支出率 88.6％と比べますと、金額で 2,497

億 39百万円の増、支出率では 2.0ポイントの増となっています。 
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特  別  会  計                                                  

■ 予 算 の 推 移 

第 11 表 

（単位：千円）

平成 28年 3月 8日 平成 28年 3月 24日

議 決 議 決

日本万国博覧会記念公園事業 4,164,983 0 661,058 4,826,041

就 農 支 援 資 金 等 19,378 0 0 19,378

流 域 下 水 道 事 業 86,482,948 1,600,560 △ 10,398,054 77,685,454

大 阪 府 営 住 宅 事 業 139,325,315 10,184,000 △ 8,718,969 140,790,346

港 湾 整 備 事 業 8,823,537 0 230,413 9,053,950

関 西 国 際 空 港 関 連 事 業 9,495,464 0 △ 36,770 9,458,694

箕 面 北 部 丘 陵 整 備 事 業 10,302,969 0 △ 1,175,079 9,127,890

不 動 産 調 達 4,004,283 0 3,310 4,007,593

公 債 管 理 1,211,465,909 0 3,130,788 1,214,596,697

市 町 村 施 設 整 備 資 金 14,470,879 0 2,590,612 17,061,491

証 紙 収 入 金 整 理 10,832,279 0 29,609 10,861,888

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 1,504,482 0 0 1,504,482

中 小 企 業 振 興 資 金 2,560,285 0 △ 162,255 2,398,030

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 39,019 0 0 39,019

林 業 改 善 資 金 16,509 0 0 16,509

合 計 1,503,508,239 11,784,560 △ 13,845,337 1,501,447,462

平成27年度特別会計歳入歳出予算の推移

最 終 予 算 額区 分 前 回 公 表 額

補正予算額

 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

補正予算（平成 28 年 3 月 8 日議決） 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

補正予算の主なものとしては、「流域下水道事業特別会計」補正予算（第１号）では流域下水道施設建設

費を増額、「大阪府営住宅事業特別会計」補正予算（第１号）では建設事業費等を増額しました。 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

補正予算（平成 28 年 3 月 24 日議決） 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

補正予算の主なものとしては、「流域下水道事業特別会計」補正予算（第２号）では、流域下水道施設建

設費等を減額、「大阪府営住宅事業特別会計」補正予算（第２号）では、建設事業費等を減額、「公債管理特

別会計」補正予算（第１号）では、減債基金積立金を増額等、「市町村施設整備資金特別会計」補正予算（第

１号）では、市町村施設整備資金貸付事業費を増額しました。 
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■ 予算の執行状況 

 平成 28年 3月 31日現在における企業会計を除く 15特別会計の歳入歳出予算の執行状況は、予算現額（27

年度最終予算額と 26年度からの繰越額の合計額）1兆 5,091億 64百万円に対して、収入済額は 1兆 4,575

億 66百万円で収入率 96.6％、また、支出済額は 1兆 4,598億 55百万円で支出率 96.7％となっています。（各

特別会計の執行状況は、p.69付表第 4表参照） 

 

 

 

企  業  会  計                                                   

■ 予 算 の 推 移 

第 12 表 

（単位：千円）

補正予算額 補正予算額

平 成 28 年 3 月 24日 平 成 28 年 3 月 24日

議 決 議 決

収 益 的 収 支 796,213 △ 131,492 664,721 1,112,094 △ 154,989 957,105

大阪府中央卸売市場事業 資 本 的 収 支 401,912 △ 98,645 303,267 875,002 △ 216,273 658,729

計 1,198,125 △ 230,137 967,988 1,987,096 △ 371,262 1,615,834

収 益 的 収 支 2,208,849 1,434,569 3,643,418 1,069,252 3,832,017 4,901,269

大阪府まちづくり促進事業 資 本 的 収 支 6,295,000 △ 1,254,000 5,041,000 6,295,000 6,295,000

計 8,503,849 180,569 8,684,418 7,364,252 3,832,017 11,196,269

収 益 的 収 支 3,005,062 1,303,077 4,308,139 2,181,346 3,677,028 5,858,374

合 計 資 本 的 収 支 6,696,912 △  1,352,645 5,344,267 7,170,002 △  216,273 6,953,729

計 9,701,974 △  49,568 9,652,406 9,351,348 3,460,755 12,812,103

平成27年度企業会計予算の推移

会　　　　計　　　　名

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

当初予算額 最終予算額 当初予算額 最終予算額

 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

補正予算（平成 28 年 3 月 24 日議決） 

━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

 補正の主なものとしては、「大阪府中央卸売市場事業会計」補正予算（第１号）では施設整備費の減額、「大

阪府まちづくり促進事業会計」補正予算（第１号）では借換企業債の減額等を行いました。 

 

 


